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揺らぐ「法の⽀配」と国際秩序 
〜⽇本らしいリアリズム外交〜 

⼤槻 万⾥ 
 
はじめに 

「私は国際法を必要としない」1とトランプ⼤統領が発⾔したのは今年の 1 ⽉であっ
た。世界最⼤の⼤国であり⽇本の唯⼀の同盟国であるアメリカ⼤統領の発⾔は、⽇本
外交に深刻な影響を及ぼす。それ以前からも国連憲章を無視した武⼒⾏使は頻発し、
戦後国際秩序は揺らぎ世界史の⼤きな転換点を迎えている。その中で、⽇本はどうこ
の崩れゆく国際秩序と向き合い外交を展開していくべきかを検討していきたい。 
 
「法の⽀配」と国際秩序とは 

今回のような⽂脈で使われる国際秩序とは、アメリカの国際政治学者のジョン・ア
イケンベリー教授によれば⼆度の⼤戦を経て確⽴したルールに基づく開かれた国際秩
序であり国際連合など国際機関の制度的保障の下に成り⽴つものである2。その成⽴に
は「⾃由と⺠主主義をひろめることと⾃国の隆盛を同⼀視し、それらの思想には世界
に根付いたことのない正義と⻑つづきする平和を達成する能⼒があると信じた」3アメ
リカの存在が⽋かせないことは⾔うまでもない。だが近年中露など権威主義国だけで
はなくアメリカまでもが⾃ら作り上げた「秩序の⼟台を⼤きく損ねるような⾏動や発
⾔を⽰し、それに対する敵対的な姿勢を⽰している」4のだ。 

⽇本は戦後⽇⽶同盟の存在による東アジアの安定や⾃由貿易を原則とする世界経済
の構築により「⾼度経済成⻑を実現させ、また⻑期にわたる平和と安全を享受するこ
とができた」5。そして「法の⽀配」はリベラルな国際秩序（LIO）の形成の上で不可
⽋な要素の⼀つであり、かつ⽇本が継続的に打ち出してきた戦略的なコンセプトでも
ある。安倍晋三⾸相が 2014年にシャングリア・ダイアローグにおける基調講演で海に
おける法の⽀配の三原則を提唱して東アジアにおける国際法に基づく秩序を⽰してお

 
1 Kanishka Singh et al., “US Oversight of Venezuela May Last Years,” Reuters, January 8, 
2026, https://www.reuters.com/world/americas/trump-says-us-oversight-venezuela-could-
last-years-nyt-reports-2026-01-08/. 
2 G. John Ikenberry, “The Future of the Liberal World Order: Internationalism after 
America,” Foreign Affairs90, no. 3 (2011) 
3 ヘンリー・キッシンジャー, 『国際秩序（下）』(東京: ⽇経 BP ⽇本経済新聞出版, 2022
年), 216 ⾴. 
4 細⾕雄⼀, 『危機の三⼗年：冷戦後秩序はなぜ崩壊したか』(東京: 新潮社, 2026 年), 28
⾴. 
5 細⾕雄⼀, 「リベラルな国際秩序と⽇本外交」, 『国際問題』690 号 (2020 年 4 ⽉): 7
⾴. 
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り6、その後の⾃由で開かれたインド太平洋（FOIP）構想でも法の⽀配をその中⼼的
な原則として⽇本は発信し続けている7。東アジアにおいて安定したリベラルな国際秩
序や法の⽀配が守られていることはそれ⾃体⽇本の国益になるし、またそのような秩
序を守り推進していくことは死活的に重要だ。 
 
変容するアメリカ 
 この LIO は様々な⽅向から挑戦を受けている。ロシアのように外側から攻撃する権
威主義国勢⼒もあれば、内側から侵⾷するナショナリズムやポピュリズム、パワーポ
リティクスを追求する勢⼒もある。後者の帰結こそが、アメリカのトランプ政権であ
り 2期⽬に⼊った現在その傾向はより強くなっている。本稿では戦後秩序を作り上げ
てきたアメリカが背を向けている点に限って検討したい。⽇本の外交が⽴脚してきた
LIO を攻撃するアメリカと、安全保障上不可⽋な同盟国としてのアメリカという⼆⾯
性こそ、⽇本が直⾯している最も難しい問題だからだ。 
 アメリカは実際 LIO をどう捉えているのだろう。昨年 10⽉に発表されたアメリカの
国家安全保障戦略（NSS）は、冷戦後のアメリカの戦略について願望や望ましい状態
を羅列しただけでアメリカの国益を正しく定義できておらず、しばしばその⽅向性を
誤っていたと批判している8。また前任者らがアメリカの政策を国際機関に紐付け主権
国家としてのアメリカの主権を損なったと否定的に述べている9。政権が⾏ってきた相
互関税や様々な国際機関からの脱退、武⼒⾏使などはこの具現化である。トランプ政
権の戦争次官であるエルブリッジ・コルビーはインドへ訪問中、ルールに基づく国際
秩序はぼんやりとした抽象概念であり、インド太平洋の安定はそのような抽象概念よ
りも⼒と理性そして現実的な（hard-nosed）協⼒によって実現されるべきだと述べて
いる10。 
 つまりアメリカはパワーポリティクスを基調とする新たなリアリズム秩序を志向し
ているといえる。それは国際秩序ではあっても LIO とは全く性格を異にするものだ。
しかもそれはトランプ⼤統領の⼆転三転する発⾔だけではなく、戦略⽂書や政権幹部
の発⾔にも表れている政権全体としての哲学であり、政権が変われば元に戻ると断⾔
することは難しい。⽇本にとってはこの新たな秩序は決して⼼地よいものではない。
⼩泉が指摘するように、パワーポリティクスを軸とし法の⽀配や主権、領⼟の⼀体性

 
6 ASEAN ⽇本政府代表部, 「ASEAN 2025 を実現するための⽇本の協⼒（海洋安全保
障）」, 2016 年, https://www.asean.emb-japan.go.jp/asean2025/jpasean-ps01_j.html. 
7 外務省, 『⾃由で開かれたインド太平洋の実現に向けた基本的考え⽅』(2016 年). 
8 The White House, National Security Strategy of the United States of America (2025), 1. 
9 Ibid., 2. 
10 Devirupa Mitra, “US Official Calls Rules-Based Order a ʻGauzy Abstractionʼ,” The Wire, 
March 25, 2026, https://thewire.in/diplomacy/us-official-in-new-delhi-calls-rules-based-
order-a-gauzy-abstraction. 
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を軽視するようなリアリズムの潮流は、東アジアにおける⽇本の⽴ち位置を考えた時
に⽇本にとって好ましくない帰結をもたらす可能性が⾼い11。 
 その⼀⽅で⽇⽶同盟が死活的に重要なのは今も変わらず、特に対中抑⽌の必要性を
考えればむしろその重要性は⾼まっている。ヘッジ策を模索するにしてもカナダのよ
うにアメリカに対抗姿勢を⽰す12のは得策ではない。⽇中関係が安定しない中でアメリ
カのインド太平洋地域へのコミットメント低下を誘発しかねない挑戦的な⾏動を取る
のは現実的ではないのだ。あくまでリアリズムの時代に回帰してきたという現実は認
識し⽇本は⾃律的な抑⽌⼒を追求し、強い責任ある同盟国を求めるアメリカとある程
度では歩調を合わせなければならないだろう。 
 
⽇本の取るべき舵取り 
 このようなアメリカの持つ⼆⾯性の前に⽇本は難しい対応を迫られる。留意すべき
は、⽇本にとってのリアリズムは⽶中露などの⼤国のリアリズムとは同じではならな
いという点だ。⼤国のリアリズムは⾃国の利益を⾃国だけでも実現するものだが、⽇
本のリアリズムはパワーを重視しながらも地域の平和が⽇本の繁栄に⽋かせぬという
前提を⾒失わないリアリズムであるべきだ。東アジアにおける秩序を安定させ現状変
更や戦争を起こさせないための「⽇本なりのリアリズム」を進めていくことが、戦後
80年を経て世界の平和と秩序を守る側へと⽴つようになった⽇本という国の責務だ。 
 ⽇本が具体的に必要とされることは、①アメリカのインド太平洋地域へのコミット
メント⽔準を対中抑⽌に必要なレベルに維持するよう戦略的コミュニケーションを取
り②同志国連携をさらに深化させ反覇権連合を強化すると同時に対⽶レバレッジを⾼
める③⾃由貿易体制を堅持しその先頭に⽴つことであろう。純粋な軍事⾯で⽇⽶同盟
に変わりうる⼿段は現時点で存在しないことは認識しなければならない。中国は⽇本
円にして約 37兆円と⽇本の防衛関係費の４倍を⼤きく超える国防予算を⽀出13してお
り、純軍事的パワーの⾯で⼤きく上回る中で、アメリカを引き留める重要性は⾔うま
でもない。 

まずアメリカのリソースを継続的に⽇本を含むインド太平洋地域に割かせ続けるこ
とが重要だ。ディールを好むトランプ⼤統領が⽇本の頭越しに中国と妥協しかねない
という懸念は常にあるわけだが、防衛費の引き上げなどアメリカのコストを調整した
上でアメリカのインド太平洋への関与を求めるメッセージを発し続ける必要がある。
⽇⽶同盟の重要性はアメリカにも当てはまる。NSSは⻄半球を重視する⼀⽅、インド

 
11 ⼩泉悠, 『現代戦争論――ロシア・ウクライナから考える世界の⾏⽅』(東京: 筑摩書房, 
2026 年), 242 ⾴. 
12 ⼟居健市, 「カナダの対中関係の再調整」, 2026 年 4 ⽉ 21 ⽇, 
https://instituteofgeoeconomics.org/research/2026042201/. 
13 防衛省, 『令和 7 年版防衛⽩書』(2025 年), 63 ⾴. 
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太平洋や第⼀列島線の重要性も明確に認識している。⻄半球における地域外アクター
の影響⼒排除に⾔及している14し、インド太平洋地域⾃体その「規模や軍事的・経済的
潜在⼒ゆえに、この地域がそうした覇権［地域的覇権］のもとに確実に置かれないよ
うにすることは、⽶国にとって最優先事項」15（［］内筆者補⾜）だという認識は政権
内で共有されているといって良いだろう。そのためコルビー⽒ら対中抑⽌を重視する
政府メンバーとの関係維持のみならず、バンス副⼤統領など対外介⼊に消極的な幹部
にもこうした認識を正しく伝えていく戦略的なコミュニケーションが⼤切だ。インド
太平洋への関与は何よりアメリカの国益のためになるということを政権幹部に理解し
てもらう努⼒を⽇本は果たすべきだ。 
 そして、アメリカ以外との関係はより⼀層重要度を増してくる。オーストラリアは
かつてないほど関係が深まっており、もがみ型護衛艦16の輸出が決まるなど安全保障政
策上も緊密な協⼒関係にある。⽇豪関係はより⼀層強化していくべきであるし、同じ
く準同盟関係にあるフィリピンとの多⾓的な協⼒を深めていくべきだ。この⽇豪⽐の
３カ国はいずれもインド太平洋地域に位置し⺠主主義や法の⽀配という価値を共有す
る同志国である上、中国の覇権的な動きへの警戒感を共有している。すでに FOIPな
どの地域枠組みは存在するが、どちらも⽇本から防衛装備品移転をしている豪⽐とは
より踏み込んだ協⼒ができるはずだ。これはアメリカにとっては地域における反覇権
連合の形成という意味合いもありむしろアメリカが望むような状態である17と⾔える⼀
⽅で、⽇豪⽐が価値を共有する同志国とし⼀致していることを⽰すことは、法の⽀配
を無視するアメリカに対しても⼀定程度のプレッシャーをかけられる可能性はある。
その意味では⽇豪⽐で⾸脳会談などの新たな枠組みを創出することは意味があるかも
しれない。また FOIPをさらに発展させ緩やかなアジアの地域機構のような連携を強
めていくべきだ。 
 イギリスやフランス、カナダなど他の同志国との連携も重要だが、対中抑⽌という
ことを考えれば軍事的な⾯で意味ある協⼒は期待できないだろう。安保はアジア地域
に集中し、経済は世界を巻き込んでという棲み分けをすべきだ。経済⾯での協⼒であ
れば対中だけでなく対⽶牽制の意味でも効果は⼤きい。⾃由で開かれルールに基づい
た経済秩序、そして⾃由貿易体制を維持していくためにヨーロッパや東南アジアの各
国と多国間協調を続けていかなければならない。 

 
14 The White House, National Security Strategy, 15. 
15 エルブリッジ・Ａ・コルビー, 『拒否戦略 中国覇権阻⽌への⽶国の防衛戦略』(東京: 
⽇経 BP ⽇本経済新聞出版, 2023 年), 47 ⾴. 
16 河上康博, 「『もがみ型護衛艦』の開発経緯とその強み」, 笹川平和財団, 2025 年 9 ⽉
24 ⽇, https://www.spf.org/iina/articles/kawakami_12.html. 
17 例えば NSS（2025）には“Continuing President Trumpʼs approach of asking allies to 
assume primary responsibility for their regions, the United States will organize a burden-
sharing network” (p 12)と書かれている. 
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おわりに 
 ⽇本はアメリカの持つ⼆⾯性を前に苦しい⽴場に置かれているのは間違いない。国
際協調とグローバリズムが⽐較的世界で受け⼊れられた 2000年代後半に戻ることはも
はや不可能だろう。その中で⽇本はアメリカのパワーを計算⾼く利⽤して地域の平和
を維持しながらも、LIO が完全に機能停⽌することがないよう努⼒する必要がある。
⽇本の平和を守り抜くためにはまず⼀義的には東アジア地域で望ましいパワーバラン
スを維持すること、そして世界で起こる武⼒⾏使には同志国と⼿を携えて⽴ち向かう
ことが必要だ。今はまさにその正念場である。 
 
（本⽂ 3998字） 
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